
 新たな交流の創出 

 適切な活動支援 

 コンサルティング機会の

創出 

 団体情報の充実 

 事業計画などの情報発信 

 新たなつながりが生まれにくい 

 更新する必要がなく、情報が古くなりがち

 登録団体の活動状況を確認しにくい 

（仮称）市民活動交流センターの利用方法について 

１．現３施設の登録制度について 

２．（仮称）市民活動交流センターの登録制度（案） 

それがもたらす課題

•３施設を使用していた団体

•ＣＳＲ活動を行う企業や公益的な活動を行
う大学や地域活動団体等

●登録可能な主体を広げる

•登録時に活動実績と今後の活動計画を提出

●活動状況を確認

•１年間の活動報告と翌年の活動計画を提出

●登録を更新制とする

・最初に登録申請すれば更新の必要がない 

・登録できる主体が広くない 

（企業や大学などは登録できない）

【できること】 

・定期ロッカーの使用 

・オープンスペースの予約 

・センター主催事業等への参加 など 

平成 26 年 6 月 30 日 
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資 料 ２

市民会館 

中小会議室

－ 

市民活動サポートセンター

【要件】 

市民活動を行っている

団体またはこれから市民

活動を行おうとする団体

が登録可能 

【できること】 

・定期ロッカーの使用 

・会議スペースの先行予約

・サポートセンター主催事

業等への参加 など 

国際交流ラウンジ 

【要件】 

外国籍住民への支援活

動、国際交流活動等を目的

とする団体が登録可能 

【できること】 

・会議スペースの先行予約

女性プラザ 

・登録制度は

ない 



３．（仮称）市民活動交流センターの各スペースの設置目的及び利用方法（案） 

名  称 オープンスペース 多目的コーナー 会議室 

機  能 交流機能 集客機能 会議機能 

設置目的

打ち合わせやイベントな

どの様々な活動の場とな

るほか、多様な主体の交流

の拠点とする。 

展示やイベント等の開催

により、これまで市民活

動に興味のなかった方で

も、気軽に立ち寄りたく

なる魅力を持ち、つなが

りを生み出すきっかけの

場とする。 

市民会館の中小会議室

機能を移転することか

ら、これまでと同様に

広く市民や企業等が

様々な用途で使える場

とする。 

利 用 料 無料 ― 

有料 

（物品販売等の営利目

的時は加算） 

利用方法

・登録団体は予約可能 

・未登録団体及び個人も利

用可能（予約不可） 

・センター主催事業に登

録団体が参加 
・誰でも利用可能 

（仮称）市民活動交流センター レイアウト図 


